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「平成 22年度教員評価結果」ならびに「平成 22年度教育研究高度化推進費 A配分額決定」

についての不服申し立て 

 
 
 
	
 「平成 22年度教員評価結果」（添付資料１）および「平成 22年度教育研究高度化推進費 A

配分額決定」（添付資料 2）について、不服を申し立てます。 

	
 表記について、大学執行部の事実誤認により違法な処分を受けた小職が正常に勤務できな

い状態に追いやられていた事情を何ら考慮することなく、このような結果が示されたことは

ハラスメントとも受けとめられる行為であり誠に遺憾です。小職に対する今般の大学理事者

側の処分行為が違法・無効であることは長崎地方裁判所による仮処分決定でも明示されてお

り（添付資料 3）、近いうちに判断が示される本裁判でも同様の趣旨による決定がなされるで

あろうという状況に鑑み、大学が過ちを繰り返すことなく適切な対応をとられることを求め

ます。また、このような外部の法的な判断によらなくとも、大学人としての良識ある判断に

立ち返って表記の結果を再考されることは執行部のみならず大学のためにも必要なことと考

え、ここに表記二件の結果について不服を申し立てるものです。 
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平成 2 1 年(ヨ)第 4 9 号 賃金仮払仮処分申立事件

決定

長崎市南山手町 8 番 6 4 号

債権者

同代理人弁護士F

同

長崎県佐世保市川下町 123 番地 1

債務者

同代表者理事長

同代理人弁護士

同

久
木
北

木野

佐

爪

憲 司
男
明茂

宏

長崎県公立大学法人

太田博道

福田浩久

木下健太郎

主文

1 債務者は，債権者に対し，平成 2 1 年 9 月 1 5 日から平成 2 2 年 3 月 1

4 日まで，毎月 2 1 日限り， 2 0 万円を仮に支払え。

2 債権者のその余の申立てを却下する。

3 申立費用は債務者の負担とする。

事実及び理由

第 1 申立ての趣旨

債務者は，債権者に対し，平成 2 1 年 9 月から本案判決確定に至るまで，毎

月 2 1 日限り，就業規則その他の定めるところにより算出された債権者の賃金

及び上記賃金を基礎として算出される毎年 1 2 月に支給されるべき年末一時金

の各金員を仮に支払え。

第 2 事案の概要

本件は，債権者が職務上の義務に違反し，正当な理由なく無断欠勤したとし

て，平成 2 1 年 9 月 1 5 日，債務者が債権者に対し，停職 6 月の懲戒処分(以

下 r本件処分」という。)を行ったことに対し，債権者が本件処分は無効で
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事させず，その聞の賃金を支給しない。

(4) 本件処分書の交付

平成 2 1 年 9 月 1 5 日，債務者の職員は，債権者代理人北爪宏明に対して，

本件処分書を手交した。

(5) 本件処分の内容及び理由の概要(疎甲 3 ) 

ア 本件処分の内容

債務者は，債権者を停職 6 月(平成 2 1 年 9 月 1 5 日から平成 2 2 年 3

月 1 4 日まで)に処する。

イ 本件処分の理由の概要

債権者は，平成 1 5 年 1 0 月 1 7 日から平成 2 0 年 1 1 月 3 0 日までの

兼業従事許可(または営利企業等従事許可)期間において，振り替え申請

を行うことなくバイオラボ株式会社(以下 íバイオラボ」という。)の

業務に従事し，中国渡航や圏内出張を行い，上記許可に違反した。この結

果，無断欠勤を 383 日したこととなった。これらの事実を解明するため

に職務命令により再三にわたり兼業従事の実施状況の報告を求めたにもか

かわらず，これに従わなかった。

2 争点

(1) 被保全権利の存否について

本件処分は有効か否か

(2) 保全の必要性の存否について

本件申立ては í債権者に生ずる著しい損害又は急迫の危険を避けるた

め J (民事保全法 2 3 条 2 項)にされたものか。

第 3 争点に関する当事者の主張

1 債権者の主張は，仮処分命令申立書，第 1 ，第 2 準備書面記載のとおりであ

るから，これを引用する。

2 債務者の主張は，答弁書及び準備書面(1)のとおりであるから，これを引用す

ー 4 -
7

kuginokenji
線

kuginokenji
線

kuginokenji
ハイライト表示

kuginokenji
ハイライト表示

kuginokenji
ハイライト表示

kuginokenji
線

kuginokenji
ハイライト表示



• 

る。

第 4 当裁判所の判断

1 争点(1)について

(1) 本件規程の内容の要旨

本件規程は，学長が本件規則が定める懲戒事由があると思料する場合にお

いて，まず，委員会を設置し，委員会は調査の対象となる職員から事情を聴

取するなどして事実確認等の調査を行い，さらに，この調査結果に基づいて，

評議会は，調査対象となる教員に，文書文は口頭による弁明の機会を与えた

上で審議し，その結果を学長に報告し，学長は，この報告を受けて懲戒処分

が必要であると判断した場合には，理事長にその旨申し出て，最終的に理事

長が懲戒処分の要否及びその内容を決定することとなる。

(2) 本件規程の趣旨

懲戒処分は最終的には理事長の判断によって行われることとなるが，その

前提として，委員会による事実確認等の調査(対象となる職員からの事情聴

取を含む。) ，調査結果に基づく評議会での審議(調査対象となる教員には，

弁明の機会を与えなければならない。) 審議結果に基づく学長の懲戒処分

の判断がされることなっており このように懲戒処分がなされるまでに複数

の手続規定が設けられたのは，まず，懲戒処分の対象となる事実の有無を調

査し，確認した上で，この事実に基づいて 懲戒処分の要否を評議会が審議

し，さらに学長が判断するという過程を通じて，正確な事実に基づく懲戒処

分の要否を慎重に審議，判断し，もって，懲戒処分が適正に行われるように

するためである。

(3) 事実確認の意味

上記手続の中において，審議会の審議，学長の判断の基礎となる事実関係

の確認は重要であって，対象となる職員から十分に事情を聴取し，客観的な

資料に基づいてこれがなされるべきである。
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の兼業従事許可(または営利企業等従事許可)期間において，振り替え

申請を行うことなくバイオラの業務に従事し，中国渡航や圏内出張を行

い，上記許可に違反した。この結果，無断欠勤を 383 日したことと

なった。これらの事実を解明するために職務命令により再三にわたり兼

業従事の実施状況の報告を求めたにもかかわらず，これに従わなかった。

(5) 以上の事実からすると，本件処分の対象となった事実は，

ア 平成 1 5 年 1 0 月 1 7 日から平成 2 0 年 1 1 月 3 0 日まで聞の債務者で

の勤務を要する日に，平成 1 5 年には 1 6 日間，平成 1 6 年には 5 7 日間，

平成 1 7 年 8 7 日間，平成 1 8 年には 8 1 日間，平成 1 9 年には 1 0 5 日

間，平成 2 0 年には 3 7 日間の合計 383 日間(終日ないし 1 日のうち

部分的に)バイオラボの業務に従事し，振替申請をすることをしなかった

ので，合計 383 日間の無断欠勤をしたこと

イ これらの事実を解明するために職務命令により再三にわたり兼業従事の

実施状況の報告を求めたにもかかわらず，これに従わなかったこと

となる。

(6) 以上からすると，本件処分の原因たる事実である無断欠勤について，債権

者が無断欠勤したとされる具体的な日及びその時間数，すなわち，終日無断

欠勤したのか，一部無断欠勤したのかは不明である。このような不特定な事

実に基づいて本件処分をすること自体違法であって，債権者としても，懲戒

処分事実が不特定なままでは 事実確認も弁明もできないのであって，この

ような事態を反映するように委員会及び評議会での債権者と委員会委員や評

議会委員のやりとりは，本件処分にかかる事実ではなく，それ以外の周辺的

な事実のやりとりに止っており 本件規程の前記趣旨に反する事態となって

いる。

また，前記のような不特定な事実を明らかにするための資料等の提出を債

権者が求められたとしても，何時のどのような資料が必要であるのかは債権
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者には判断できず，提出もできない。

以上から，本件処分は，その原因となった事実が特定されず，また，職務

命令の内容自体も特定されていたとは言い難いから，債権者には，本件規則

4 6 条(1)及び(7)が規定する懲戒事由があったとはいえず，本件処分は無効で

あるから，債権者は，被保全権利として、本件処分無効を前提とする賃金請

求権を有するものと認められる

2 争点(2)について

(1) 賃金仮払の仮処分は í債権者に生ずる著しい損害又は急迫の危険を避け

るためJ (民事保全法 2 3 条 2 項)に必要な限度で発令すべきものであるか

ら，仮払いされるべき賃金額は，債権者が人並みに生活を維持していくのに

必要な額と解される。

(2) 一件記録によると，次の事実が一応認められる。

債権者は，

によって生活してきている。

(3) 以上からすると，債権者らが人並みに生活を維持していくには， ・・・・・

その金額は，

円とするのが相当である。

よって，主文のとおり決定する。

平成 2 2 年 2 月 8 日

長崎地方裁判所民事部

。
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これはjE本である.
平成 2Z年之月&目
長 崎地方税判所
批判所書飽官
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